
 

 
１．平成26年度事業報告、決算関係 
 

Ⅰ．定 時 総 会 お よ び 役 員 会 等 
 

1．定時総会  H26.6.13    ホテル メトロポリタンエドモント（東京都千代田区） 

出 席 者：17,746 名（うち委任状 17,298 名を含む） 

会員数：32,785 名 

定足数：16,393 名 

 

（1） 議  案： 

  1）平成 25 年度事業報告の件 承認 

  2）平成 25 年度決算報告の件 承認 

  3）平成 25 年度監査報告の件 承認 

 4) 理事及び監事選任 承認 

 5) 平成 26 年度事業計画（報告事項） 

 6) 平成 26 年度収支予算（報告事項） 

 7) 土木技術者の倫理規定の改定（報告事項） 

  

（2） 表  彰： 

   〔土木学会賞の授与〕 

 

功 績 賞 1. 池淵 周一   1. 亀田 弘行   1. 楠田 哲也   1. 佐伯   浩 

1. 坂本 忠彦   1. 龍岡 文夫   1. 田邉 忠顯   1. 三浦   尚 

1. 山本 卓朗 

 

技 術 賞  1. 鹿児島 3 号 新武岡トンネルの建設－軟質シラス地山にわが国最大級断面の地中

分岐道路トンネルを施工－ 

国土交通省九州地方整備局鹿児島国道事務所、安藤ハザマ・錢高特定建設工事共同

企業体 

1. ボスポラス海峡横断鉄道トンネルにおける大規模地下駅及び大断面トンネルの建

設技術 

大成建設（株） 

1. 小土被り・超近接併設施工を克服した扁平断面シールドによる道路トンネルの急

速施工－さがみ縦貫川尻トンネル工事－ 

国土交通省関東地方整備局相武国道事務所、（株）大林組 

1. 平成 25 年台風 18 号における淀川水系の洪水調節－7 ダム等の連携操作により壊

滅的被害を回避－ 

国土交通省近畿地方整備局、国土交通省近畿地方整備局淀川ダム統合管理事務所、

国土交通省近畿地方整備局琵琶湖河川事務所、（独）水資源機構関西支社、（独）

水資源機構日吉ダム管理所、（独）水資源機構木津川ダム総合管理所、（独）水

資源機構琵琶湖開発総合管理所 

1. 青函トンネルの耐久性能の検証・評価による健全性の確立 

（独) 鉄道建設･運輸施設整備支援機構鉄道建設本部北海道新幹線建設局、北海道旅客



 

鉄道（株 

1. 福島県夏井地区海岸高潮対策事業－震災がれきの合理的活用による新しいタイプの

海岸堤防の整備－ 

福島県 

1. 億首ダムの建設－台形 CSG ダム型式の採用と亜熱帯島嶼汽水域、米軍基地内など

特殊条件下での施工－ 

内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所 

1. 倉敷・波方国家石油ガス備蓄基地の建設－地下 150m に我が国初の水封式 LPG 岩

盤貯槽を建設－ 

（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構、東電設計（株）、鹿島建設（株）、清

水建設（株）、大成建設（株）、（株）大林組 

1. 首都圏における広域的鉄道ネットワークの結実－東横線渋谷～代官山間地下化工

事－ 

東京急行電鉄（株） 

1. 津波により被災した JR 気仙沼線・大船渡線の BRT による仮復旧（被災地域の復

興に貢献する地域交通サービスの提供－ 

東日本旅客鉄道（株） 

 

環 境 賞 1. 五ヶ瀬川水系の総合研究 -河川環境の維持・管理・再生について- 

五ヶ瀬川水系研究グループ 

 1. コンクリートがれきを有効利用したセメント硬化体の製造技術の開発 

大成建設（株） 

 1. 木材チップ塩成土壌改良工法による東日本大震災塩害農地再生プロジェクト 

 （株）大林組、東北大学 

1. 都市環境との調和に向けた「大橋“グリーン”ジャンクション」の整備・完成 

首都高速道路（株）、目黒区 

1. トンネル発破により発生する低周波音を大幅に低減できる吸音ボックス「ブラス

トウェイブ・イーター(BWE)」の開発と実用化 

清水建設（株） 

1. アサリ成育場として継続的な活用を目指した人工干潟の整備 

国土交通省中国地方整備局宇部港湾・空港整備事務所、周南市 

 

研究業績賞 1. 二羽 淳一郎 

 

論 文 賞 1. 秦    吉弥  中村    晋  野津    厚 

1. 佐山  敬洋    建部  祐哉    藤岡    奨    牛山  朋來    萬矢  敦啓 

田中  茂信 

1. 本城  勇介    大竹    雄    加藤  栄和 

1. 福山  祥代    羽藤  英二    清水  英範 

1. 石田  哲也    Yao  LUAN 

1. 木下  誠也 

1. 小坂  浩司    廣瀬  一人    浅見  真理    秋葉  道宏 

 



 

論文奨励賞 1. 松岡  弘大 1. 岡村  誠司 1. 金子   崇 1. 日下部 貴彦 

1. 高谷   哲 1. 廣瀬  達也 1. 沼澤   聡 

 

吉 田 賞 

1） 研究業績部門 

1. 辻  幸和 1. 丸山 久一 

  2） 論文部門 

1. 川端  雄一郎  山田  一夫  松下  博通  

 

田 中 賞 

1） 論文部門 

1. 八木  知己    新庄  皓平    成田  周平    中瀬  友之    白土  博通 

1. 村越    潤    小菅    匠    石井  博典    春日井 俊博   遠山  直樹 

石澤  俊希 

1. 藤野  陽三    Dionysius Manly Siringoringo    並川  賢治    矢部  正明 

2） 作品部門 

1. 仙台地下鉄東西線 広瀬川地区橋梁（広瀬川橋りょうおよび西公園高架橋） 

1. 寺迫ちょうちょ大橋 

1. 各務原大橋 

1. 霞橋 

1. 首都高速八重洲線 汐留高架橋 

 
技術開発賞 1. 御﨑  哲一    島田  義則    オレグ コチャエフ    篠田  昌弘    江本 茂夫 

1. 小林  將志    津吉    毅    石橋  忠良    佐々木 文雄  飯干  福馬 

1. 金丸  清人    中谷  武彦    白井 健太郎   小高  宏幸    齋藤  祐二 

1. 金治  英貞    小坂    崇    篠原  聖二    杉浦  邦征    野中  哲也 

1. 本田  泰大    渡辺  充敏    木梨  秀雄    松野    徹    荒川  晃士 
 

出版文化賞  1. 沖    大幹 

1. 橋口  公一    山川  優樹 

1. 佐竹  健治    堀    宗朗 

 

国際貢献賞 1. 池田  甫 1. 國田  治 1. 坂本  忠彦 

 1. AHN, Hee-Do 安 熙道 

 

国際活動奨励賞 1. 石渡  幹夫 1. 梅田  智樹 1. 大串  哲也 1. 大迫  一也 

 1. 大島  孝博 1. 定松  道也 1. 重山  琢治 1. 鈴木  誠一 

 1. 田中  重明 1. 仁田  聡 1. 原田  達夫 1. 丸高  茂幹 

 1. 宮里  達也 1. 薬丸  信之 1. 渡部  要一 

 

国際活動協力賞 1.  KO,WuTe 柯 武德          1.  Jorge MULLER ホルヘ ミューラー 

 1.  SHIH, Wen‐Hsioung 施 文雄   1.  Phan Le BINH ファン レ ビン 

 1.  SUN, Limin 孫 利民 

 
技術功労賞  1. 青山 實伸 1. 伊藤 昭夫 1. 兼行 啓治 1. 上久保 正義   

1. 來島 輝武 1. 粂川 高徳 1. 辻井  孝 1. 古川  裕   

1. 吉武 邦夫 1. 渡邉  博 



 

 

〔吉田賞選考委員会の表彰〕 

1） 吉田研究奨励賞  

 1. 三方  康弘 1. 伊代田 岳史 1. 大矢  陽介 

 

（3） 名誉会員称号授与 

 磯島  茂男 薄木  征三 小方  武雄 落合  英俊 

 小野  武彦 嘉門  雅史 岸野  佑次 草柳  俊二 

 坂本  忠彦 玉井  信行 古木  守靖 星野   満 

 村田  秀一 森杉  壽芳 李   東郁 
 

（4） 新任理事および監事の選任および役員変更登記 
       ［敬称略］ 

役 職 名 退 任 留 任 新 任 

理事・会 長 橋本 鋼太郎  磯部 雅彦 

理事・副会長 川谷 充郎 足立 敏之 中井 雅彦 

 木村 洋行  河原 能久 

 二羽 淳一郎  前川 宏一 

 宮池 克人   

専 務 理 事  大西 博文  

理    事 恵谷 舜吾 池田 清宏 赤木 寛一 

 鈴木 健一 柿谷 達雄 久保田 尚 

 西垣 誠 菊川 滋 甲村 謙友 

 野崎 秀則 木戸 洋二 小林 潔司 

 日野 伸一 清水 茂 土屋 幸三郎 

 宮本 文穂 霜上 民生 野田 豊範 

 安田 進 田中 慎一郎 橋本 典明 

  田村 亨 廣瀬 典昭 

  千釜 章 松原 雄平 

  中尾 成邦 水鳥 雅文 

  成行 義文  

  三村 衛  

  村田 和夫  

  山口 登美男  

監    事 髙木 英樹 横溝 良一 牧浦 信一 

 

新任理事および監事の選任  平成 26 年 6 月 13 日 

 

（5） 特別講演 

 講演者 ：宇野 護（東海旅客鉄道株式会社 常務執行役員・中央新幹線推進本部長） 

 講演題目：「超電導リニアモーターカーによる中央新幹線計画について」 

 

2．理 事 会 

    定  例：平成 26 年 4 月から平成 27 年 3 月まで 



 

1) 審議事項：95 件 

平成 25 年度第 7 回理事会（平成 26 年 5 月 9 日） 

1． 平成 25 年度 事業報告 

2． 平成 25 年度 決算 

3． 監査報告 

4． 土木技術者の倫理規定の改正 

5． 平成 25 年度 土木学会賞 

6． 平成 26 年度支部長の承認 

7． 社会インフラ維持管理・更新の重点課題検討特別委員会の活動延長 

8． 道路維持管理提言に対する声明 

9． 平成 26 年度 東日本大震災関連活動 

10． 学術交流基金管理委員会委員会規則の制定 

11． ダイバーシティの推進 

12． 男女共同参画学協会連絡会による提言 

13． 記念切手販売促進タスクフォースの設置 

14． 会員の入退会 

15． フェロー会員の認定 

16． 規程類の改正 

17． 委員長の交代 

18． 他機関との共催 

19． 新規受注研究 

20． 海外学協会年次大会等への派遣計画 

21． 平成 26 年度の出版企画（追加） 

 

平成 26 年度臨時理事会（平成 26 年 6 月 13 日） 

1． 会長の選定 

2． 副会長の選定 

3． 次期会長の選任 

4． 顧問の承認 

5． 支部長の承認 

6． 担当会務の決定 

 

平成 26 年度第 1 回理事会（平成 26 年 7 月 11 日） 

1． 東日本大震災アーカイブ特別委員会の継続 

2． ダイバーシティの推進 

3． 「国土強靭化基本計画（素案）」及び「国土強靭化アクションプラン（素

案）」についてのパブリックコメントへの意見提出 

4． 平成 26 年度予算の変更 

5． 会員の入退会 

6． フェロー会員の認定 

7． 規程類の改正 

8． 委員長の交代 



 

9． 新規受注研究 

10． 他機関との共催 

11． 平成 26 年度出版企画 

12． 平成 26 年度海外学協会年次大会等への派遣計画 

13． 支部長の交代 

14． 支部事務局長の交代 

 

平成 26 年度第 2 回理事会(平成 26 年 9 月 26 日)  

1． 平成 27 年度事業計画及び予算編成の基本方針 

2． 土木学会創立 100 周年宣言（案） 

3． 社会と土木の 100 年ビジョン（案） 

4． JSCE2015－あらゆる境界をひらき、市民生活の質向上を目指す－（案） 

5． 「社会インフラ健康診断」特別委員会の設置 

6． 東日本大震災後における津波対策に関する現状認識と今後の課題 

7． ACECC 8th CECAR のノミネート 

8． 東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会共同声明 

9． 「土木ボランタリー寄附（dVd）」寄附金収入の支部への配分方法（案） 

10． 土木学会選奨土木遺産の選考 

11． 学術文化事業助成 

12． フェロー会員の認定 

13． 会員の入退会 

14． 新規出版企画 

15． 規程類の改正 

16． 委員長の交代 

17． 他機関との共催 

18． 平成 26 年度海外学協会年次大会等への派遣計画 

19． 新規技術評価受注 

 

平成 26 年度第 3 回理事会（平成 26 年 11 月 14 日） 

1． 土木学会創立 100 周年宣言 

2． 社会と土木の 100 年ビジョン 

3． 平成 27 年度 事業計画および予算編成の基本方針(修正案) 

4． 会員の入退会 

5． フェロー会員の認定 

6． 新規受注研究 

7． 他機関との行事共催 

8． 寄附金の受入れ 

9． 追加出版企画 

10． 平成 26 年度海外学協会年次大会等への派遣計画 

 

平成 26 年度第 4 回理事会（平成 27 年 1 月 23 日） 

1． 会員の入退会 

2． フェロー会員の認定 



 

3． 土木学会認定土木技術者資格審査 

4． 他機関との共催 

5． 最高裁判所への専門委員候補者の推薦 

6． 平成 27 年度土木学会出版計画 

7． 海外学協会年次大会等への派遣計画 

8． 支部事務局長の交代 

 

平成 26 年度第 5 回理事会（平成 27 年 3 月 6 日） 

1． 平成 27 年度役員候補者選考 

2． 平成 26 年度名誉会員推挙 

3． 土木広報戦略会議及び土木広報センターの設置 

4． 平成 27 年度事業計画 

5． 平成 27 年度予算 

6． 平成 27 年度定時総会 

7． 学術文化事業、公益増進事業助成 

8． 技術評価制度の改正 

9． 会員の入退会 

10． フェロー会員の認定 

11． 最高裁判所への専門委員候補者の推薦 

12． 委員長の交代 

13． 規程類の改正 

14． 追加出版企画 

15． 日本工学会フェローの推薦 

16． 他機関との共催 

17． 事務局の体制 
 

2) 報告事項：85 件 

 

2-1．技術者資格評議会  0 回 

 

3．正副会長会議 

   （平成 25 年度第 7 回：平成 26 年 5 月 9 日、平成 26 年度第 1 回：平成 26 年 7 月 11 日、 

第 2 回：9 月 26 日、第 3 回：11 月 14 日、第 4 回：12 月 12 日、第 5 回：平成 27 年 1 月 23 日、 

第 6 回：3 月 6 日） 

1） 懸案事項の事前協議 

2） 平成 25 年度表彰関係委員会、名誉会員候補者選考委員会の理事委員の委嘱 

3） 平成 26 年度役員選出について 

4） その他 

 

4．次期会長候補者選考会議（平成 26 年 12 月 12 日） 

1）次期会長候補者選考会議の運用ルール 

2）平成 27 年度次期会長候補者の推薦 

3）その他 

 



 

5．運営会議・予算会議・部門会議 

・運営会議 

第1回（平成27年1月22日） 

1） 平成26年度予算原案 

2） その他 

・予算会議 

第 1 回（平成 26 年 8 月 29 日） 

   1）平成 27 年度事業計画および予算編成の基本方針（案）の審議 

   2）その他 

第 2 回（平成 26 年 11 月 27 日） 

   1）平成 27 年度事業計画・予算要求集計の確認と予算査定の基本方針審議 

   2）その他 

予算ヒアリング（平成 26 年 12 月 8 日、11 日） 

1）平成 26 年度事業計画・予算要求についての部門ヒアリング 

・部門会議 

(1) 企画部門 部門会議 3 回 （企画委員会と共催） 

(2) ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門 部門会議 4 回 （社会コミュニケーション委員会と共催） 

(3) 国際部門 部門会議 3 回 （国際委員会と共催） 

(4) 教育企画部門 部門会議 2 回 （教育企画・人材育成委員会と共催） 

(5) 社会支援部門 部門会議 0 回  （メール審議 3 回） 

(6) 調査研究部門 部門会議 6 回  （研究企画委員会と共催、他にヒアリング 1 回） 

(7) 出版部門 部門会議 7 回 （出版委員会と共催） 

(8) 情報資料部門 部門会議 1 回  （メール審議 2 回） 

(9) 総務部門 部門会議 1 回  （メール審議 8 回） 

(10) 財務・経理部門 部門会議 3 回 （他に資金運用部会 1 回） 

(11) 会員・支部部門 部門会議 6 回  

(12) 技術推進機構運営会議 7 回 

 

6．支部長会議 

第 1 回（平成 26 年 7 月 11 日） 

1） 各支部における平成 26 年度事業の執行と運営上の課題 

2） 土木学会の運営 

3） 意見交換 

4） その他 

 

第 2 回（平成 26 年 12 月 5 日） 

1）全国大会関係 

2）100 周年事業関係 

3）意見交換 

4）その他 

 

7．支部幹事長・事務局合同連絡会議（平成 27 年 1 月 22 日） 1 回 

1） 平成 26 年度第 2 回支部長会議報告 

2） 平成 27 年度支部事業計画・収支予算書および 



 

平成 26 年度支部決算見込ならびに 

平成 26 年度事業報告・決算書類の提出依頼 

3） 平成 27 年度全国大会実施計画 

       4） 会員・支部部門報告 

5） 本部からの報告・要望事項 

6） 支部からの報告・要望事項 

7） 意見交換 

 

8．歴代会長会議（平成 26 年 6 月 20 日） 1 回 

1) 100 周年事業実行委員会報告 

2) 東日本大震災フォローアップ活動等報告 

3) 社会インフラ維持管理・更新検討特別委員会報告 

4) 土木学会将来ビジョン策定検討委員会報告 

5) 倫理規定検討特別委員会報告 

6) 学会の現況報告 

 

9．関係学協会会長懇談会 

1) 建設系 7 学協会会長懇談会（平成 26 年 12 月 13 日） 1 回 

(1) 各学協会の現況と重点課題等報告 

(2) 個別課題に関する意見交換 

 ①広報の推進（組織体制、広報テーマ等） 

 ②国際化の取り組み（組織体制、目的等） 

 ③IT 利用（利活用状況、連携の可能性） 

(3) その他 

 

2) 日本建築学会・土木学会 正副会長懇談会（平成 26 年 12 月 25 日）1 回 

(1) 日本建築学会近況報告 

(2) 土木学会近況報告 

(3) 懇談・意見交換             

   1) 東日本大震災の対応  

  2) 地球環境課題への対応 

     ①近年多発している気候変動による影響と推察される自然災害への備え 

     ②カーボンニュートラル化のための低炭素都市の実現に向けて 他 

  3) 国際化の対応 

 


